
前事業年度の事業報告書 
（平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日まで） 

 
特定非営利活動法人 

                              精神障害者の暮らしを支える稚内市民会議 
 
１ 事業の成果 

   当法人は、平成１５年４月７日付けにて北海道知事より特定非営利活動法人の認証を受け、精神保健福祉
 法に基づく「精神障害者共同住居」を設置・運営（道補助事業）し、平成１８年１０月１日からは「障害者
 自立支援法（現・障害者総合支援法）」に基づく共同生活援助事業所の指定を受け「精神障害者グループ
 ホーム事業（グループホームめぞん・ぽぷら事業）」を主たる事業として実施してきた。 
  特に、この主たる事業では、『医療機関や関係機関等、他の福祉事業者との連携強化』、『スタッフと    

 利用者の日常的なコミュニケーション場面の創出』、『利用者の自主性と人権の尊重』、『関係法令の遵守』
 などを通じ、質の高い障害福祉サービスを提供することを目標としてきた。 
  前事業年度（平成３０年度）は、①精神障害者グループホーム事業（グループホームめぞん・ぽぷら事業）、

 ②精神障害者に対する地域住民の理解を深めるための事業（社会啓発事業）、③ＮＰＯ法人運営事業の３つ
 の事業を実施した。その各事業の詳細は下記のとおりである。 
 
 （１）精神障害者グループホーム事業（グループホームめぞん・ぽぷら事業） 
 
 （ａ）実施事業ついて 

    前事業年度は、前々事業年度（平成２９年度）に引き続き、『障害者の日常生活及び社会生活を総合
  的に支援するための法律（障害者総合支援法）』に基づく障害福祉サービス事業のうち「共同生活援助
  事業」を実施した。 
    なお、平成 30年 10月 1日付けにて同法律の規定に基づき北海道知事より障害福祉サービス事業者 
  （共同生活援助）の指定の更新を受けた。 
  
 （ｂ）具体的な事業展開 

    事業運営では、関係法令等に準じた基礎的な視点とこれに基づくサービス提供の加え、利用者の、  
   ①心身の状況等（ADL・QOL）や生活ペースを理解・肯定すること②顕在能力（自立心や自助能力   
   等）を低下させないこと③潜在能力（エンパワーメント）を引き出すこと④プライバシーや人権を尊重
   すること…などを重要かつ独自の視点と捉え、利用者一人ひとりの心身の状況を踏まえた個別支援計画
   に基づき、必要かつ適切な障害福祉サービスの提供に努めた。 
    また、これらに加え、前々事業年度同様、利用者が協力し合いながら共同生活を営み、かつ、利用者
   間の交流を深めるための機会・場である『利用者自治会』の支援（月１回の定例会議）を行った。 
 
  （ⅰ）職員体制について 

     法及び道基準に基づき、「指定共同生活援助事業所」として、利用者４人に対し世話人１人の   

  割合の配置基準を採用し、管理者（常勤・兼務１人）、サービス管理責任者（常勤・兼務１人）、
  世話人（常勤・兼務４人、非常勤・兼務２人）、生活支援員（常勤・兼務２人、非常勤・兼務２人）、
  看護職員（非常勤・兼務１人）、夜勤従事者（常勤職員４名による毎夜２名体制）といった職員     
  体制により障害福祉サービスの提供を行った。なお、これら職員数（常勤換算数）に加え、加齢や
  突発的な心身不調等に伴い日中活動を行えない利用者を支援するための職員を加配した。 
  
   （ⅱ）防災管理体制及び緊急時対応について 

    防災管理体制及び緊急時対応の確保及び強化として、また、利用者の高齢化や重度化等の進行を

   踏まえて、消防法や関係法令等、所轄庁から指導等で必要とされる回数以上に避難訓練を実施   
   した。同時に、外部からの侵入者や不審者等への防犯対策、消費者被害防止の啓発を実施した。 

   ◯消防設備等点検の実施（消防法に基づく点検。年2回実施）  
   ◯利用者自治会議での防災、防犯、消費者被害防止の指導、関連ポスターの掲示など  



     ◯避難訓練及びナースコール動作確認等の実施 

想定時間帯 災害想定 想定内容 
実施年月日 日中 夜間・深夜 火 災 地 震 津 波 高 波 大 雨 その他 
2018年4月9日   ○ ○           

2018年5月7日   ○     ○       

2018年6月4日 ○   ○ ○         

2018年7月9日 ○     ○ ○       

2018年8月6日 ○   ○           

2018年9月3日 ○   ○ ○         

2018年10月1日   ○ ○           

2018年11月5日   ○   ○ ○       

2018年12月3日   ○   ○ ○       

2019年1月6日   ○ ○           

2019年2月4日   ○   ○         

2019年3月4日   ○ ○           

(実施回数） 4 8 7 6 4 0 0 0 
注）月に１回の利用者自治会に合わせて実施（午後６時前後） 

     
   （ⅲ）各種行事・レク活動の実施について 

  利用者間及び利用者・職員間の親交を深めるために各種行事等を積極的に実施した。 

  なお、これら行事及びレク活動には、これまで共同生活に馴染めず、居室にこもりがちだった  

 利用者も積極的に参加し、利用者間の親交を深めるにとどまらず、生活サイクル、ＱＯＬ、ＡＤＬ、

 第三者に対する意思表示の改善などの効果をもたらした。 

     ◯食事会   （年１２回。クリスマス・大晦日・元旦の食事会を含む） 

     ◯野外食事会 （年２回） 

     ◯カラオケ大会（週１回。木曜日） 

 

   （ⅳ）会議及び研修等について 

 

  法令に基づき適切な障害福祉サービス事業の運営を行うために、法人内において以下の会議や 

 研修を実施した。 

 

  ○職員会議  （月に１回以上。個別支援計画立案に必要なカンファレンスを兼ねる） 

 ○各種委員会義（法令上、設置が求められている委員会会議の開催） 

 ○法人内研修 （法令上、設置が求められているな内部研修の開催） 

 
法人内委員会 法人内研修会  内容 

 
開催年月日 防災対策 感 染 症 

防止対策 虐待防止 身体拘束 
廃 止 

感 染 症 
防 止 虐待防止 身体拘束廃

止 
2018年4月16日   ○   ○  

2018年4月23日 ○       

2018年5月21日    ○   ○ 

2018年6月11日  ○   ○   

2018年8月27日 ○       

2018年10月15日  ○   ○   

2018年10月29日    ○   ○ 

2018年11月19日   ○   ○  

(実施回数） 2 2 2 2 2 2 2 
 

     これら内部研修に加え、北海道宗谷総合振興局による「感染症予防に関する研修」、民間事業

 者による「改正・労働基準法に関する研修」などの外部研修にも参加した。 



 （ｃ）事業の成果 

    前事業年度は、実人数 7 人、延べ 2,549 人に対し共同生活援助サービスを提供した。外泊（帰省）
 をした利用者が若干いたものの、利用者の入れ替り（入退去）や入院した者は皆無であった。 
  利用者の障害支援区分の平均は、年度当初 3.4であったが年度末 4.0と前々事業年度と同様に重度化
 が進行したものの、一日あたりの平均利用者数は 7.0 人／日、利用率は 100.0％といずれも前々事業  
 年度と同数となり、サービス提供体制の強化を図った効果が利用実績に顕著に現れた結果となった。 
  また、近年、加齢や心身の不調から日中活動を休む利用者が増加する傾向にあることから、日勤職員

 を増員（加配）し、前々事業年度に引き続き日中支援体制の強化を図った。日中支援の年間提供日数は

 暦の関係から239日と前々事業年度（256）に比べ17日の減、日中活動先の提供日数に対し当事業所に
 より日中支援提供した率は100％（⇒日中支援者が一人もいないという日は無し）となり 前々事業年度
 と同様の結果となった。その結果、延べ提供人数は848人となり前々事業年度（846）に比べ2人の増、
 提供日１日当りの平均提供人数は3.6人／日となり前々事業年度（3.4）に比べ0.2人／日の増となった。 
  日中活動を休む利用者が増加することは好ましいことではないが、日勤職員の増員配置（加配）を

 通じ、日中活動を休みがちという段階（水際）で心身が不調であることを把握し対処したこと、相談   

 支援を行なったこと、これら状況を夜間従事者に申し送りするなど職員間の連携を通じて「日中支援  

 提供体制の強化」を図ったことは「高い人員配置基準（４対１）の採用」「夜間従事者の複数名配置」

 とともに「年間を通じて入院者が一人もいなかった」という結果をもたらす大きな要因となった。 
 
     表-1 前事業年度（平成30年度）利用者の実人数                               （人） 

平成30年 平成31年 年・月 
項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 年度合計 

実 人 数 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 7 
区分１及び非該当              
区分２ 2 2 2 2 2        2 
区分３ 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 2 
区分４ 2 2 2 2 2 4 4 4 4 4 4 4 4 
区分５              

支

援

区

分

別 区分６ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 
注） 実人数の「年度合計」欄は各月毎の実人数を合算したものではない。支援区分の平均は年度当初（４月）が３.４、年度末(３月)が４.０であった。 

      表-2 前事業年度（平成30年度） 利用者の利用延べ人数                          （人） 
平成30年 平成31年                    年・月 

項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
年度

合計 
平均利

用者数 
利 用 者 延 べ 人 数  210  217  210  217  213  210  215  210  217  217  196  217 2,549 7.0 
区分１及び非該当                            
区分２ 60 62 60 62 59               303 0.8 
区分３ 60 62 60 62 62 60 62 60 62 62 56 62 730 2.0 
区分４ 60 62 60 62 61 120 122 120 124 124 112 124 1,151 3.2 
区分５                            

支

援

区

分

別 区分６ 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365 1.0 
営業日数（日） 30 31 30 31 31 30 31 30 31 31 28 31 365  

注） 平均利用者数は、利用者延べ人数の年度合計を年間営業日数で乗じて得た数（人／日） 

    表-3 前事業年度（平成30年度）日中活動を休んだ利用者への支援状況                                           
平成30年 平成31年                    年・月 

項目 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 
年度

合計 
年度 
平均 

①日中支援対象日数（日） 20 21 21 21 18 18 22 21 19 18 19 21 239 － 
②日中支援提供日数（日） 20 21 21 21 18 18 22 21 19 18 19 21 239 － 
③日中支援延べ人数（人） 59 72 77 74 79 62 73 81 68 63 73 67 848 － 
１日当り支援人数（③／②） 3.0 3.4 3.7 3.5 4.4 3.4 3.3 3.9 3.6 3.5 3.8 3.2 － 3.6 
日中支援提供日率（②／①） 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 － 100.0 
注）日中支援対象日数とは、当該月日数から土・日・祝日、日中活動先の休止日を差し引いた日数（日中支援加算が算定可能な日数。） 



 （２）地域住民の理解を深める事業（社会啓発事業） 
 
 （ａ）実施事業ついて 

   定款に掲げる事業の中の精神障害者に対する「地域住民の理解を深めるための事業（社会啓発事業）」
 を非営利活動法人として必要な基礎的な運営管理も持ち合わせながら実施した。 

  また、関係機関との連携を通じて、精神障害者に対する理解の促進、地域生活に対する理解の向上を
 図るための活動を行った。 

 
 （ｂ）具体的な事業展開 

  地域住民の理解を深める（社会啓発）ために、法人として独自ドメインを取得し、法人関する基本   

 情報（定款や各種規程等、役員体制等）、事業報告並びに財務諸表等、事業概要（共同生活援助事業所

 の運営規程、人員体制や施設概要、利用料金など）を掲載するなど情報公開に努めた。 
  これに加え、ＳＮＳ（フェイスブック）を活用し、ＮＰＯ法人としての取り組み及びグループホーム

 めぞん・ぽぷらの運営（各種行事の紹介、避難訓練の実施状況など）の紹介、精神障害者に係る情報

 提供などを日常的な情報公開に努めた。 
  また、市町村、医療関係者、他事業者、学識者との情報交換及び意見交換を通じて、将来的な精神   

 保健福祉法の改正等を見据えた精神障害者の支援の在り方、市町村を中心とした関係機関の連携の在り

 方、産学官の協働での新たな社会福祉インフラの構築の在り方の検討を行った。 
    
 （ｃ）事業の成果 

   前事業年度（平成３０年度）のＳＮＳサイトへの年間アクセス（リーチ）数は、法人サイト（NPO
 法人精神障害者の暮らしを支える稚内市民会議）は延274人、事業所サイト（グループホームめぞん・
 ぽぷら）は延817人、合計で延1,091人に達した。 
   
 （３）ＮＰＯ法人運営事業 

 

  （ａ）実施事業ついて 

  特定非営利活動法人として事業展開する上で基礎となる法人運営のための事務活動を実施した。 

 

  （ｂ）具体的な事業展開 

    今後、老・障世帯（高齢の親が障害を持つ子どもと暮らし世話する世帯）、老・老障世帯（高齢の親

 が高齢の子どもと暮らし世話する世帯）、特に、老・障世帯に含まれる８０５０世帯（８０代の親が   

 ５０代の引きこもり傾向にある子どもと暮らす世帯）などが社会問題化されること、障害者総合支援法

 や介護保険法の改正、とりわけ障害者が６５歳を超えた場合に介護保険制度を優先すること（他法優先）

 による社会的な弊害の発生、全国各地で発生する障害者（適応障害等を含む）による重大犯罪の増加に

 伴い精神障害者に対する国民の差別心、地域生活に対する嫌悪感の拡大…などが懸念される。 

  このような社会環境の変化に伴い、当法人としても今後、新たな事業展開を求められる可能性がある  

 ため、法人組織及び財務の強化が不可欠であり、これを念頭に置き、法人運営を行った。 

  

    ◯定期総会    日 時 平成３０年６月２２日（金）午後３時３０分より 

             場 所 グループホームめぞん・ぽぷら事務室にて 

             出席者 社員総数１０名のうち１０名が出席（うち５名が書面出席） 

    ◯理事会     第１回（平成３０年６月２２日） 

    ◯監事監査    平成３０年６月２２日（月） 

    ◯役員懇談会   全２回（事業の経過報告及び法改正等の説明など）



２ 事業の実施に関する事項 

 

（１）特定非営利活動に係る事業 

定款の 
事業名 事業内容 実施月日 実施場所 従事者の人数 受益対象者 

の範囲及び人数 
支出額 
（円） 

 
精神障害

者グルー

プホーム

事業 

 
グループホーム 
めぞん・ぽぷら 
事業 
 
障害者総合支援

法 に 基 づ く 

【指定共同生活 
援助事業】 

 
平成３０年 
   ４月１日 

～ 
平成３１年 
  ３月３１日 

 
稚内市 
はまなす 
2-12-5 

 

 
職員実人数 
 常勤職員  ４人 
 非常勤職員 ２人  
  （合計） ６人 
 
（職員配置） 
 ◯管理者 
 (常勤・兼務)   1人 
 ◯サービス管理責任者 
 (常勤・兼務)   1人 
 ◯世話人 
 （常勤・兼務）  4人 
  (非常勤・兼務） 2人 
   ※利用者：世話人＝4：1 
 ◯生活支援員 
 （常勤・兼務）  2人 
  (非常勤・兼務） 2人 
 ◯看護職員 
  (非常勤・兼務） 1人 
 ◯夜間従事者 
  (常勤世話人兼任）4人 
 

 
精神障害者7人 
 
【GH利用実績】 
◯実人数 

   7人 
◯延人数 

2,549人／年  
◯平均利用者数 
 7.0人／日 

◯稼働率 
 100.0％ 

 
【日中支援実績】 
◯提供日数 
 239日／年 

◯延人数 
 848人／年 

◯１日当り平均 
 支援人数 
 3.4人／日 

◯支援提供日率 
 100.0% 

 
事業費 
29,011,930 
管理費 

0 

 
地域住民

の理解を

深めるた

めの活動 
 

 
社会啓発事業 

 
平成３０年 
   ４月１日 

～ 
平成３１年 
  ３月３１日 
 

 
稚内市 
はまなす 
2-12-5 

 
◯事務局員 ３人 

 

【年間閲覧者数】 

法人SNS 
延274人 

事業所SNS 
延817人 

（計）1,091人 
 

 
事業費 

20,770 
管理費 

0 

 
ＮＰＯ法

人運営事

業 

 
ＮＰＯ法人運営

事業 

 
平成３０年 
   ４月１日 

～ 
平成３１年 
  ３月３１日 
 

 
稚内市 
はまなす 
2-12-5 

 
◯事務局員 ３人 
◯社員  １０人 
 （事務局員３人を含む） 

 

※上記２事業を 

 参照のこと 

 

 
事業費 

0 
管理費 

286,492 

 
（２）その他の事業 

定款の 
事業名 事業内容 実施月日 実施場所 従事者の人数 受益対象者 

の範囲及び人数 
支出額 
（千円） 

 
   

   

 

（定款上、「その他の事業」の定めなし） 














